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研究成果の概要（和文）：第 1に、雇用・人材開発システムの日欧比較、特に日欧の制度・文化

的な相違の分析を行った。日本では新規大卒者の採用が一般的で、企業内職業教育による長期

的人材開発が重視された一方、スイスやドイツでは、デュアルシステムが一般的で徒弟制度

（apprenticeship）が重要な企業の人材開発のツールであった。ただし、最近のボローニャ・プ

ロセス（Bologna-process)といわれる大学改革の流れの中で、大卒（学士）採用が増えることが

予想されており、企業の人材開発、人的資源戦略に変化がみられる。研究成果として学術論文

‘ Stand und aktuelle Herausforderungen des japanischen Hochschulsystems ’(Shiho Futagami, Uschi 
Backes-Gellner, und Kerstin Pull, Hochschulmanagement, Heft 1, 2010.)をまとめた。第 2 に、ヨーロ

ッパ（スイス、ドイツ企業）と日本の企業の人事担当者を対象にアンケート調査を実施し、雇

用・人材開発システムの実証分析・国際比較を行った。製造業と小売業を対象に企業を選定し

た。各国企業が企業のコア・コンピタンシーに必要なスキルをもつ従業員をどのように採用し、

どのような人的資源管理戦略を選択するのかを比較・分析した。また、企業の財務・所有構造

が人材開発・・・・人的資源戦略にどのような影響を与えるかを分析した。研究成果として学術報告

書 Financial aspects of apprenticeship training in the U.S., Germany, Great Britain, Switzerland, and 
Japan（Shiho Futagami, Uschi Backes-Gellner et al., ISU, 2012 forthcoming）を執筆した。第 3に、

decent workの視点から雇用・人材開発システムの日欧比較を行った。ILO：International Labour 
Organization（国際労働機関)で収集したデータや Ghai, Dharam等の文献を整理し、ヨーロッパ

の研究動向や調査結果を分析した。研究成果として学術論文‘ Non-standard employment in Japan: 
Gender dimensions ’(Shiho Futagami, ILO, 2010.)、学術論文「雇用・人材開発システムの日欧比較

研究：ディーセント・ワークの視点からの分析」（二神枝保『しごと能力研究』第 2巻、2012

年刊行確定）、及び  ‘Emerging female entrepreneurship in Japan’, （Shiho Futagami et al., 
Thunderbird International Business Review, Vol.51, No.1, pp.71-85, 2009（査読付））を執筆した。    
 
研究成果の概要（英文）：Firstly, a comparative study on employment / HRD (Human Resource 
Development) systems in Japan and Europe was discussed from the institutional and cultural 
perspectives. The research achievement is the following: ‘ Stand und aktuelle Herausforderungen des 

japanischen Hochschulsystems ’(Shiho Futagami, Uschi Backes-Gellner, und Kerstin Pull, 
Hochschulmanagement, Heft 1, 2010.). Secondarily, the survey was conducted to personnel managers of 
Japanese, Swiss, German and English companies. Data from questionnaires were analyzed among four 
countries. The research achievement is the following: Financial aspects of apprenticeship training in the 
U.S., Germany, Great Britain, Switzerland, and Japan（Shiho Futagami, Uschi Backes-Gellner et al., 
ISU, 2012 forthcoming）. Lastly, a comparative study on employment / HRD systems in Japan and 
Europe was analyzed from the perspective of  “decent work”. The research achievements are the 
followings: ‘ Non-standard employment in Japan: Gender dimensions ’(Shiho Futagami, ILO, 2010.), ‘A 
comparative study on employment / HRD systems in Japan and Europe: An analysis from the 
perspective of “decent work”’(Research on Working Competency,Vol.2, 2012 forthcoming）, and 
‘Emerging female entrepreneurship in Japan’, （Shiho Futagami et al., Thunderbird International 
Business Review, Vol.51, No.1, pp.71-85, 2009）. 
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１． 研究開始当初の背景           
 日本企業は、これまで日本的経営によって

競争力を維持し、急激な経済成長を遂げてき

た。そして、終身雇用は日本的経営の特徴の

ひとつであった。日本の職業教育・訓練は、 
日本的経営の中で新規学卒者を一括採用して

長期的に育成するシステム、OJTなどを日本

企業の成長の原動力として機能してきた。し

かし、最近日本では人材の流動化が進展し、

終身雇用パラダイムを前提とした日本企業の

雇用・人材開発システムが見直されつつある。

非正社員比率の増大、女性従業員の増大、中

途採用の増大、即戦力重視等企業の環境変化

の中で、ひとつの企業の枠を超えた職業教

育・訓練の構築は重要な課題となっている。  
ヨーロッパにおいても、最近では職業教

育・訓練が変化を迎えつつある。スイスやド

イツを中心に、いわゆるデュアルシステムが

一般的で徒弟制度（apprenticeship）が重要

な企業の人材開発のツールであったが、最近

のボローニャ・プロセス（Bologna-process)
といわれる大学改革の流れの中で、企業の大

卒（学士）採用が増えることが予想されてお

り、大学のキャリア教育や企業の人材開発、

人的資源戦略にも変化がみられつつある。

2006年のスイス・イノベーションセンター

(SCIL: Swiss Center for Innovations in 
Learning)の調査報告によると、企業の人材開

発システムの最近の課題として、最も重要で

あると多くの企業が回答したテーマは、企業

戦略と企業文化であった。特に、人材開発シ

ステムを企業の戦略と連動して構築・管理す

ることは大切であり、調査対象企業の82%が

このことを最重要課題として取り組んでいる

という。ヨーロッパ、特にスイスやドイツの

企業では、伝統的に職業教育・訓練が重視さ

れており、企業も特に従業員の専門性や技能

形成を中心としたキャリア管理を行ってきた

が、最近では戦略的人材開発の視点が注目さ

れている。 

スイスのILO：International Labour 

Organization（国際労働機関)では、ディーセ

ント・ワーク：decent work（働きがいのある

人間らしい仕事）の概念に注目し、仕事のあ

り方や仕事の質の問題について検討している。

従来は規制によって労働者の権利が保護され

ていたヨーロッパで、decent workのフレー

ムワークの中で、どのように職業教育・訓練

システムが変化していくのか、その視点から

雇用・人材開発システムの日欧比較研究を行

うことは有意義である。 

 

２． 研究の目的 

ヨーロッパ、特にスイスやドイツ企業では、

職業教育・訓練が伝統的に重視されてきたが、

最近では変化を迎えつつある。本研究では、

日本とヨーロッパの職業教育・訓練の制度・

文化的な相違を明らかにしつつ、ディーセン

ト・ワーク（decent work）の視点から、企

業の雇用・人材開発システムを比較・検討す

る。 

まず第 1 に、雇用・人材開発システムの日

欧比較、特に日欧の制度的、文化的な相違の

分析を主として文献レビューに基づいて行

う。最近のボローニャ・プロセスといわれる

大学改革の流れのなかで企業の大卒（学士）

採用が増えることが予想されており、企業の

人材開発、人的資源戦略に変化がみられるの

で、最近のヨ－ロッパの職業教育・訓練につ

いての動向について情報を収集し、日本の雇

用・人材開発システムとの比較・分析を行う。 

第 2に、ヨーロッパ（スイス、ドイツ）と

日本の企業の人事担当者を対象に企業訪問

調査を実施し、雇用・人材開発システムの実

証分析・国際比較を行う。 

第 3 に、スイスの ILO の decent work に

関する文献やヨーロッパ各国の統計データ

を収集し、ディーセント・ワークの視点から

雇用・人材開発システムの日欧比較研究を行

う。ILO の最新の研究動向や調査データを分



析・検討する。 

第 4に、以上のことから雇用・人材開発シ

ステムの日欧比較について学術論文を執筆

し、海外の学術雑誌に投稿する。海外共同研

究者と共著で学術図書を執筆する。 

 

３．研究の方法 
ヨーロッパ（ドイツ、スイス）と日本企業

の人事担当者を対象に企業訪問調査を実施

し、ディーセント・ワーク（decent work）
の視点から、雇用・人材開発システムの実証

分析・国際比較を行う。その際、各国の制度

的、文化的相違も考慮し、雇用・人材開発シ

ステムを比較・検討する。 
調査対象の産業は、製造業と小売業である。

本研究では、まず各国企業が従業員を採用・

確保するために、どのような人的資源管理戦

略を選択し、採用管理を行うかを比較・分析

する。また、企業の財務・所有構造やガバナ

ンスが人材開発にどのような影響を与える

のかも明らかにする。 

 なお、スイスの企業についてチューリッヒ

大学( University of Zurich )の海外共同研究

者の Backes-Gellner 教授と協力し、ドイツ

の企業については Horst Albach 教授（WHU: 
Wissenschaftliche Hochschule für 
Unternehmensführung）と協力し、日本の

企業について分担研究者の周佐喜和教授と

協力して調査を行う。ILO の IILS
（International Institute of Labour Studies）
の所長の Raymond Torres氏にはディーセン

ト・ワークのデータおよび資料収集の協力を

求める。 
 
４．研究成果 

ILO (International Labour Organization)
のいう、decent work（働きがいのある人間

らしい仕事）の概念は現在、あらゆる労働の

問題で重要な概念であり、特にヨーロッパで

は仕事のあり方や仕事の質の問題について

検討する上で、不可欠な視点となっている。

企業の雇用・人材開発システムについて、デ

ィーセント・ワーク：decent work の視点か

ら分析する研究は、これまでにはない研究で

あり、オリジナリティの高い研究である。ま

た、ディーセント・ワークの分析に基づいた

本研究の成果は、国際的にも学術的にも貢献

できる。 
また、本研究は日欧企業の人事担当者への

インタビューとアンケート調査に基づいた

実証研究を特色としている。ヨーロッパ、特

にスイスやドイツの企業では、伝統的にデュ

アル・システムによる職業教育・訓練が重視

され、従業員の技能が形成されてきた。これ

に対して、日本企業では、主として、社内の

長期的人材育成によって従業員の技能が形

成されてきた。こうしたヨーロッパ各国企業

と日本企業が、それぞれ従業員の技能を採

用・確保するために、どのような人的資源管

理戦略、採用管理を選択するのか、どのよう

に従業員を雇用し、教育訓練を行うのかを国

際比較・実証分析することは、今後の日本企

業の雇用・人材開発システムを構築する上で、

とても意義がある。また、実証研究に基づい

た本研究の成果は、学界のみならず、実務界

にも大いに貢献することが予想される。    
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